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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期

第２四半期連結
累計期間

第72期
第２四半期連結
累計期間

第71期

会計期間

自　平成25年
　　４月１日
至　平成25年
　　９月30日

自　平成26年
　　４月１日
至　平成26年
　　９月30日

自　平成25年
　　４月１日
至　平成26年
　　３月31日

売上高 (百万円) 48,372 46,347 111,852

経常利益 (百万円) 804 458 2,450

四半期（当期）純利益 (百万円) 508 675 1,503

四半期包括利益又は包括

利益
(百万円) 657 767 1,669

純資産額 (百万円) 7,925 9,655 8,866

総資産額 (百万円) 41,800 40,854 44,196

１株当たり四半期（当

期）純利益金額
(円) 19.31 25.56 57.04

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 18.4 22.9 19.5

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー
(百万円) 768 1,721 2,567

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー
(百万円) △270 △266 △354

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー
(百万円) △1,034 △1,985 △1,226

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高
(百万円) 5,187 6,181 6,710

 

回次
第71期

第２四半期連結
会計期間

第72期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自　平成25年
７月１日

至　平成25年
９月30日

自　平成26年
７月１日

至　平成26年
９月30日

１株当たり四半期純利益

金額
(円) 17.43 7.04

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、各期とも潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

EDINET提出書類

ナラサキ産業株式会社(E02579)

四半期報告書

 2/20



２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 (1) 経営成績の分析

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税増税前の駆け込み需要の反動や物価上昇等の影響によ

り個人消費や住宅投資に弱めの動きが見られる一方、企業収益の改善を背景として設備投資が持ち直すなど緩やか

な回復基調で推移しました。

　このような状況の中、当社グループはグループ総合営業力を強化し、収益拡大と財務基盤強化に取り組んでまい

りました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は463億47百万円（前年同期比4.2％減）、営業利益は４億63百

万円（前年同期比44.1％減）、経常利益は４億58百万円（前年同期比43.0％減）となりましたが、特別損益として

連結子会社における船舶事故に伴う受取保険金と損害賠償金を計上したことにより、四半期純利益は６億75百万円

（前年同期比32.8％増）となりました。

 

　セグメント別の概況は次のとおりであります。

 

（電機関連事業）

　電機関連事業では、生産設備関連の電気・電子機器の販売や建築設備物件の引渡しが順調に推移したことによ

り、前年同期比で増収増益となりました。

　以上の結果、売上高は100億88百万円（前年同期比9.9％増）、セグメント利益は４億47百万円（前年同期比

14.0％増）となりました。

 

（機械関連事業）

　機械関連事業では、前期に大型物件があった反動や補助事業の減少等により苦戦を強いられ、前年同期比で大幅

な減収およびセグメント損益の悪化となりました。

　以上の結果、売上高は20億29百万円（前年同期比43.1％減）、セグメント損失２億96百万円（前年同期はセグメ

ント損失８百万円）となりました。

 

（建材・燃料関連事業）

　建材・燃料関連事業では、工事発注の遅れにより建材の納入が下期にずれ込んだことや原油価格の変動が激しく

ガソリン等の販売面で苦戦し、前年同期比ではセグメント利益が大きく減少しました。

　以上の結果、売上高は232億５百万円（前年同期比5.8％減）、セグメント利益は63百万円（前年同期比69.8％

減）となりました。

 

（海運関連事業）

　連結子会社のナラサキスタックス㈱では、鋼材・木材などの貨物の動きが引き続き順調であり、業績は堅調に推

移いたしました。

　以上の結果、売上高は87億46百万円（前年同期比2.1％減）、セグメント利益は２億19百万円（前年同期比1.1％

増）となりました。
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 (2) 財政状態の分析

 （資産、負債及び純資産の状況）

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は408億54百万円となり、前連結会計年度末に比べ33億42百万円の減少と

なりました。主な要因は、受取手形及び売掛金の減少37億44百万円であります。

　負債は311億98百万円となり、前連結会計年度末に比べ41億31百万円の減少となりました。主な要因は、支払手

形及び買掛金の減少26億１百万円、借入金の減少17億16百万円であります。

　純資産は96億55百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億88百万円の増加となりました。以上の結果、自己資

本比率は前連結会計年度末に比べ3.4ポイント増加し、22.9％となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

　 (キャッシュ・フローの状況)

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は61億81百万円（前年同期は51億87百万円）とな

り、前連結会計年度末に比べて５億29百万円の減少となりました。

 

　各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、17億21百万円の収入（前年同期は７億68百万円の収入）となりまし

た。主な収入項目は、税金等調整前四半期純利益12億円、売上債権の減少額37億44百万円、主な支出項目は、仕入

債務の減少額26億１百万円、法人税等支払額７億38百万円であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、２億66百万円の支出（前年同期は２億70百万円の支出）となりまし

た。主な支出項目は、有形固定資産の取得による支出２億25百万円であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、19億85百万円の支出（前年同期は10億34百万円の支出）となりまし

た。主な支出項目は、借入金の純減少額17億16百万円であります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　なお、当社は、平成26年７月29日、北海道に所在する農業協同組合、地方公共団体等が発注する穀物の乾燥・調

製・貯蔵等施設及び同施設に設置される設備機器の建設工事に関し、独占禁止法違反の疑いがあるとして、公正取

引委員会による立入り検査を受けました。

　当社といたしましては、検査に全面的に協力してまいります。

 

(5）研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,628,000 同左

東京証券取引所

（市場第二部）

札幌証券取引所

単元株式数は1,000

株であります。

計 26,628,000 同左 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年９月30日 ― 26,628 ― 2,354 ― 619

 

（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱電機㈱ 東京都千代田区丸の内２丁目７―３ 2,096 7.87

三菱UFJ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目４―５ 1,156 4.34

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目２―１ 810 3.04

㈱北洋銀行 北海道札幌市中央区大通西３丁目７ 717 2.70

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２―１０ 688 2.58

ナラサキ産業持株会
東京都中央区入船３丁目３―８

ナラサキ産業㈱内　
601 2.26

三井住友海上火災保険㈱ 東京都千代田区神田駿河台３丁目９番地 567 2.13

住友大阪セメント㈱ 東京都千代田区六番町６番地28 545 2.05

江田　幸雄 栃木県宇都宮市 540 2.03

酒井重工業㈱ 東京都港区芝大門１丁目４―８ 498 1.87

計 ― 8,221 30.88
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　53,000
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　　26,488,000 26,488 ―

単元未満株式 普通株式　　　　87,000 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 26,628,000 ― ―

総株主の議決権 ― 26,488 ―

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権６個）

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式142株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

ナラサキ産業株式会社

東京都中央区入船三丁目

３番８号
53,000 　　　― 53,000 0.20

計 ― 53,000 ― 53,000 0.20

（注）上記のほか、四半期連結財務諸表に自己株式として認識している信託銀行（従業員持株ＥＳＯＰ信託口、以下

「信託口」という）所有の当社株式が137,000株あります。これは当社と信託口が一体のものであると認識し、

信託口が所有する当社株式を自己株式として計上していることによるものであります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）の四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

ナラサキ産業株式会社(E02579)

四半期報告書

 8/20



１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,734 6,216

受取手形及び売掛金 23,022 19,278

商品及び製品 514 728

原材料及び貯蔵品 43 33

その他 1,320 1,900

貸倒引当金 △25 △31

流動資産合計 31,610 28,125

固定資産   

有形固定資産   

土地 5,744 5,744

その他（純額） 2,692 2,691

有形固定資産合計 8,436 8,435

無形固定資産 67 90

投資その他の資産   

その他 4,132 4,245

貸倒引当金 △49 △42

投資その他の資産合計 4,082 4,202

固定資産合計 12,586 12,729

資産合計 44,196 40,854
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 22,808 20,206

短期借入金 2,300 1,800

1年内返済予定の長期借入金 2,142 1,822

未払法人税等 742 467

賞与引当金 352 317

その他 1,438 2,100

流動負債合計 29,783 26,713

固定負債   

社債 200 200

長期借入金 2,838 1,940

役員退職慰労引当金 231 92

特別修繕引当金 27 37

退職給付に係る負債 1,019 932

その他 1,228 1,282

固定負債合計 5,546 4,485

負債合計 35,330 31,198

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,354 2,354

資本剰余金 1,308 1,316

利益剰余金 4,752 5,441

自己株式 △27 △23

株主資本合計 8,388 9,090

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 294 303

繰延ヘッジ損益 0 3

退職給付に係る調整累計額 △79 △57

その他の包括利益累計額合計 215 248

少数株主持分 262 317

純資産合計 8,866 9,655

負債純資産合計 44,196 40,854
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 ※１ 48,372 ※１ 46,347

売上原価 44,130 42,377

売上総利益 4,241 3,970

販売費及び一般管理費 ※２ 3,411 ※２ 3,506

営業利益 829 463

営業外収益   

受取利息 7 8

受取配当金 16 19

受取賃貸料 34 34

持分法による投資利益 11 4

その他 12 16

営業外収益合計 82 83

営業外費用   

支払利息 71 52

その他 36 35

営業外費用合計 107 88

経常利益 804 458

特別利益   

負ののれん発生益 4 －

投資有価証券売却益 － 3

受取保険金 － 782

特別利益合計 4 785

特別損失   

固定資産処分損 1 －

損害賠償金 － 43

特別損失合計 1 43

税金等調整前四半期純利益 806 1,200

法人税、住民税及び事業税 317 471

法人税等調整額 △33 △4

法人税等合計 283 467

少数株主損益調整前四半期純利益 523 733

少数株主利益 14 58

四半期純利益 508 675
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 523 733

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 134 9

繰延ヘッジ損益 △0 2

退職給付に係る調整額 － 21

その他の包括利益合計 133 34

四半期包括利益 657 767

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 640 708

少数株主に係る四半期包括利益 16 59
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 806 1,200

減価償却費 236 228

長期前払費用償却額 4 4

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 △1

賞与引当金の増減額（△は減少） △20 △35

退職給付引当金の増減額（△は減少） 40 －

退職給付に係る資産負債の増減額（△は減少） － 67

その他の引当金の増減額（△は減少） △8 △130

受取利息及び受取配当金 △24 △28

支払利息 71 52

持分法による投資損益（△は益） △11 △4

固定資産処分損益（△は益） 1 －

受取保険金 － △782

売上債権の増減額（△は増加） △19 3,744

たな卸資産の増減額（△は増加） △85 △202

仕入債務の増減額（△は減少） △2 △2,601

その他 237 67

小計 1,222 1,580

利息及び配当金の受取額 28 32

利息の支払額 △73 △53

保険金の受取額 － 900

法人税等の支払額 △408 △738

営業活動によるキャッシュ・フロー 768 1,721

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △114 △225

有形固定資産の売却による収入 20 25

投資有価証券の取得による支出 △144 △2

投資有価証券の売却による収入 － 5

貸付けによる支出 △3 △5

貸付金の回収による収入 5 5

その他 △32 △69

投資活動によるキャッシュ・フロー △270 △266

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △200 △500

長期借入れによる収入 600 －

長期借入金の返済による支出 △1,218 △1,216

自己株式の売却による収入 10 11

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △129 △182

少数株主への配当金の支払額 △4 △4

その他 △92 △93

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,034 △1,985

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △536 △529

現金及び現金同等物の期首残高 5,724 6,710

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 5,187 ※ 6,181
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【注記事項】

【会計方針の変更】

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近

似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均

割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の投資その他の資産（その他）が１億81百万円増加し、退職給付に

係る負債が１億27百万円減少し、利益剰余金が１億99百万円増加しております。なお、当第２四半期連結累計期間

の損益に与える影響は軽微であります。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）

　当社は、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第

30号　平成25年12月25日）を第１四半期連結会計期間から適用しております。なお、当実務対応報告適用初年度の

期首より前に締結された信託契約に係る会計処理につきましては従来採用していた方法を継続するため、当実務対

応報告の適用による四半期連結財務諸表への影響はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

 　当社が建設機械を売却したリース会社に対して、リース会社の有する債権について保証をしております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

 

 

当第２四半期連結会計期間

（平成26年９月30日）

売却件数（24件） 142百万円 売却件数（16件） 61百万円

　 なお、上記の保証については、販売機械が実質的な担保になっております。

 

２　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当第２四半期連結会計期間

（平成26年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 26百万円 －百万円

 

３　手形債権流動化に伴う買戻し義務額

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当第２四半期連結会計期間

（平成26年９月30日）

手形債権流動化に伴う買戻し義務額 157百万円    　　　 262百万円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　売上高の著しい季節的変動

　前第２四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

当社グループにおける官公庁向け及び一般民需物件の売上高は、第２四半期以降に集中するため、四半期連

結会計期間の売上高には季節的変動があります。

 

※２　販売費及び一般管理費の主なもの

 

　前第２四半期連結累計期間

（自　平成25年４月１日

　　至　平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日

　　至　平成26年９月30日）

貸倒引当金繰入額 1百万円 △1百万円

従業員給料手当 1,318 1,370

賞与引当金繰入額 259 287

退職給付費用 122 113

役員退職慰労引当金繰入額 27 18
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 5,220百万円 6,216百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △33 △35

現金及び現金同等物 5,187 6,181

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月14日

取締役会
普通株式 利益剰余金 131 5 平成25年３月31日 平成25年６月11日

　（注）平成25年５月14日取締役会決議の配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託に対する配当金１百万円を含めて

おりません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月13日

取締役会
普通株式 利益剰余金 184 7 平成26年３月31日 平成26年６月10日

　（注）平成26年５月13日取締役会決議の配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託に対する配当金１百万円を含めて

おりません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 
電機

関連事業

機械

関連事業

建材・燃料

関連事業

海運

関連事業

その他

(注)1
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

売上高         

外部顧客への売上高 9,178 3,563 24,633 8,936 2,060 48,372 － 48,372

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 0 346 6 99 452 △452 －

計 9,178 3,563 24,979 8,942 2,160 48,824 △452 48,372

セグメント利益又は

セグメント損失(△)
392 △8 210 216 106 918 △88 829

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設機械関連事業などを含ん

でおります。

２　セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額には、各セグメントに配分していない全社費用△84百

万円、セグメント間取引消去額△４百万円が含まれております。

３　セグメント利益又はセグメント損失(△)は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 
電機

関連事業

機械

関連事業

建材・燃料

関連事業

(注)４

海運

関連事業

その他

(注)1
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

売上高         

外部顧客への売上高 10,088 2,029 23,205 8,746 2,277 46,347 － 46,347

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 0 304 3 － 307 △307 －

計 10,088 2,029 23,509 8,749 2,277 46,655 △307 46,347

セグメント利益又は

セグメント損失(△)
447 △296 63 219 115 549 △86 463

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設機械関連事業などを含ん

でおります。

２　セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額には、各セグメントに配分していない全社費用△92百

万円、セグメント間取引消去額６百万円が含まれております。

３　セグメント利益又はセグメント損失(△)は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４　第１四半期連結会計期間より、従来の「資材・燃料関連事業」から「建材・燃料関連事業」へとセグメ

ントの名称を変更しております。なお、セグメント名称変更によるセグメント情報に与える影響はあり

ません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は以下の通りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 19円31銭 25円56銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 508 675

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 508 675

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,337 26,418

（注１）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注２）当社では、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式を四半期連結財務諸表において自己株式として計上し

ているため、上記の１株当たり四半期純利益金額の算定に用いられた前第２四半期連結累計期間及び当第２四半

期連結累計期間の「普通株式の期中平均株式数」は、当該株式数が控除されています。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成26年11月７日

ナラサキ産業株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 定　留　尚　之　　印

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 吉　田　雅　彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
るナラサキ産業株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連
結会計期間（平成26年７月１日から平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４
月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四
半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記につ
いて四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ナラサキ産業株式会社及び連結子
会社の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成
績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい
て認められなかった。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上
 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。
２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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